
愛 媛 県 報

５８６

規 則

�愛媛県規則第３９号
生活保護法施行細則及び愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

生活保護法施行細則及び愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則の一部を改正する規則

（生活保護法施行細則の一部改正）

第１条 生活保護法施行細則（昭和５６年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 生活保護法施行細則及び愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則の一部を改正する規則……………………………………………（保健福祉課）…５８６

○ 愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則………………………………………………………………………………………………（漁政課）…５８９

告 示

○ 大規模小売店舗の新設の届出の概要等（２件）……………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…５９３

○ 解除予定保安林にする旨の通知………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…５９４

○ 道路の区域変更（県道伊予松山港線外）……………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…５９４

○ 道路の区域変更（県道肱川公園線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）…５９５

○ 地方自治法の規定に基づく公金事務の委託…………………………………………………………………………………………（教育総務課教職員厚生室）…５９５

訓 令

○ 愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令…………………………………………………………………………………………………（保健福祉課）…５９５

公安委員会規則

○ 警備業法施行細則の一部を改正する規則…………………………………………………………………………………………………（警察本部生活環境課）…５９６

改 正 後 改 正 前

（委任）

第２条 省略

２・３ 省略

４ 法第５５条の５第２項において準用する法第５５条の４第２項の規

定に基づき、知事は、法第５５条の５第１項及び第５５条の６に規定

する進学・就職準備給付金の支給に関する事務を地方局長に委任

する。

（進学・就職準備給付金支給申請書等）

第２３条の３ 省令第１８条の９第１項に規定する申請書の様式は、進

学・就職準備給付金支給申請書（様式第６６号の６）とする。

２ 地方局長は、進学・就職準備給付金の支給を受けようとする被

保護者から前項の申請書の提出があつたときは、進学・就職準備

給付金支給（不支給）決定調書（様式第６６号の７）により進学・

就職準備給付金の支給又は不支給を決定するものとする。

３ 地方局長は、前項の規定により進学・就職準備給付金の支給の

決定をしたときは進学・就職準備給付金支給決定通知書（様式第

６６号の８）により、進学・就職準備給付金の不支給の決定をした

ときは進学・就職準備給付金不支給決定通知書（様式第６６号の

（委任）

第２条 省略

２・３ 省略

４ 法第５５条の５第２項において準用する法第５５条の４第２項の規

定に基づき、知事は、法第５５条の５第１項及び第５５条の６に規定

する進学準備給付金 の支給に関する事務を地方局長に委任

する。

（進学準備給付金支給申請書等）

第２３条の３ 省令第１８条の９第１項に規定する申請書の様式は、進

学準備給付金支給申請書 （様式第６６号の６）とする。

２ 地方局長は、進学準備給付金 の支給を受けようとする被

保護者から前項の申請書の提出があつたときは、進学準備給付金

支給（不支給）決定調書 （様式第６６号の７）により進学準

備給付金 の支給又は不支給を決定するものとする。

３ 地方局長は、前項の規定により進学準備給付金 の支給の

決定をしたときは進学準備給付金支給決定通知書 （様式第

６６号の８）により、進学準備給付金 の不支給の決定をした

ときは進学準備給付金不支給決定通知書 （様式第６６号の

毎週（火・金）曜日発行 第５４０号 令和６年９月３日

令和６年９月３日火曜日 第５４０号
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９）により、それぞれ同項の被保護者に通知しなければならな

い。

様式第６６号の２（第２３条の２関係） 就労自立給付金支給申請書

９）により、それぞれ同項の被保護者に通知しなければならな

い。

様式第６６号の２（第２３条の２関係） 就労自立給付金支給申請書

省略

氏 名

個人番号

省略

省略

氏 名

省略

記入上の注意 省略

様式第６６号の６（第２３条の３関係） 進学・就職準備給付金支給申

請書

記入上の注意 省略

様式第６６号の６（第２３条の３関係） 進学準備給付金支給申請書

進学・就職準備給付金支給申請書

次のとおり、進学・就職準備給付金の支給について、必要

書類を添えて申請します。

１ 省略

２ 申請者 の生年月日 省略

３ 進学・就職する先（大学等名、会社名等）

４ 進学・就職後の居住先（該当する□の中にレ印を付けて

ください。）

□ 進学・就職前と同じ住居に居住

□ 転居により進学・就職前と異なる住居に居住（居住

（予定）地を記入してください。）

省略

５ 就職の場合、おおむね６月以上最低限度の生活を維持す

るために必要な収入を得ることができると見込まれる理由

６ 添付書類

� 進学の場合

ア 入学手続に着手していることを確認することができ

る書類（次の�から�までのいずれかを添付してくだ

さい。）

� 入学金を納付したことを証明する書類の写し

� 入学金延納（進学後に納付すること。）を申請し

た書類の写し

� 入学金等の納付が不要である場合、進学先に提出

する誓約書又は進学先が発行する入学手続が完了し

たことを証明する書類等の写し

イ 進学に伴い転居する場合は、新たに居住する住居の

賃貸借契約書等の写し

ウ その他支給決定に当たり必要な書類

※ これらの書類を申請時に準備できない場合について

は、進学する学校の合格通知書、賃貸借契約時の見積

書の写し等を添付した上で、後日、大学等に入学する

までにこれらの書類を提出してください。

� 就職の場合

ア 就職する見込みであることを確認することができる

書類（次の�から�までのいずれかを添付してくださ

い。）

� 内定通知書、事業主の発行する就職証明書等

� 個人事業主の場合、個人事業の開業届の写し

� その他確実に就職先に就職することを証する書類

イ 就職に伴い転居する場合は、新たに居住する住居の

賃貸借契約書の写し等

省略

進学準備給付金支給申請書

次のとおり、進学準備給付金 の支給について、必要

書類を添えて申請します。

１ 省略

２ 大学等に進学する者の生年月日 省略

３ 進学先（学校名）

４ 進学 後の居住先（該当する□の中にレ印を付けて

ください。）

□ 大学等進学前と同じ住居に居住

□ 転居により大学等進学前と異なる住居に居住（居住

（予定）地を記入してください。）

省略

５ 添付書類

� 入学手続に着手していることを確認することができる

書類（次のアからウまでのいずれかを添付してくださ

い。）

ア 入学金を納付したことを証明する書類の写し

イ 入学金延納（進学後に納付すること。）を申請した

書類の写し

ウ 入学金等の納付が不要である場合、進学先に提出す

る誓約書又は進学先が発行する入学手続が完了したこ

とを証明する書類等の写し

� 進学に伴い転居する場合は、新たに居住する住居の賃

貸借契約書等の写し

� その他支給決定に当たり必要な書類

※ これらの書類を申請時に準備できない場合について

は、進学する学校の合格通知書、賃貸借契約時の見積書

の写し等を添付した上で、後日、大学等に入学するまで

にこれらの書類を提出してください。

省略
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（進学・就職する 者）氏 名

個人番号

省略

（大学等に進学する者）氏 名

省略

記入上の注意

偽りその他不正な手段により進学・就職準備給付金の支給を

受けた場合、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第８５条第２

項又は刑法（明治４０年法律第４５号）の規定によつて処罰される

ことがあります。

様式第６６号の７（第２３条の３関係） 進学・就職準備給付金支給

（不支給）決定調書

記入上の注意

偽りその他不正な手段により進学準備給付金 の支給を

受けた場合、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第８５条第２

項又は刑法（明治４０年法律第４５号）の規定によつて処罰される

ことがあります。

様式第６６号の７（第２３条の３関係） 進学準備給付金支給（不支

給）決定調書

進学・就職準備給付金支給（不支給）決定調書 進学準備給付金支給（不支給）決定調書

省略 省略

進学・就職準備給付金支給（不支給）決定伺

省略

進学準備給付金支給（不支給）決定伺

省略

進学・就職準備給付金支給決定欄 進学準備給付金支給決定欄

省略

（進学先又は就職先）

（進学後又は就職後の居住先）

省略

（進学先 ）

（進学後 の居住先）

省略 省略

注 省略

様式第６６号の８（第２３条の３関係） 進学・就職準備給付金支給決

定通知書

注 省略

様式第６６号の８（第２３条の３関係） 進学準備給付金支給決定通知

書

進学・就職準備給付金支給決定通知書

省略

年 月 日付けで申請された生活保護法（昭和２５年

法律第１４４号）による進学・就職準備給付金を、次のとおり

支給することに決定したから通知します。

省略

（備考）

�・� 省略

� 進学・就職準備給付金は、所得税及び個人住民税は課

されず、国税又は地方税の滞納処分による差押えは禁止

されています。

進学準備給付金支給決定通知書

省略

年 月 日付けで申請された生活保護法（昭和２５年

法律第１４４号）による進学準備給付金 を、次のとおり

支給することに決定したから通知します。

省略

（備考）

�・� 省略

� 進学準備給付金 は、所得税及び個人住民税は課

されず、国税又は地方税の滞納処分による差押えは禁止

されています。

様式第６６号の９（第２３条の３関係） 進学・就職準備給付金不支給

決定通知書

様式第６６号の９（第２３条の３関係） 進学準備給付金不支給決定通

知書

進学・就職準備給付金不支給決定通知書

省略

年 月 日付けで申請された生活保護法（昭和２５年

法律第１４４号）による進学・就職準備給付金については、次の

理由により支給しないことに決定したから通知します。

省略

進学準備給付金不支給決定通知書

省略

年 月 日付けで申請された生活保護法（昭和２５年

法律第１４４号）による進学準備給付金 については、次の

理由により支給しないことに決定したから通知します。

省略

様式第７４号（第３０条関係） 生活保護費経理状況報告書 様式第７４号（第３０条関係） 生活保護費経理状況報告書

省略 省略

生活扶助費等負担金 省略 省略 生活扶助費等負担金 省略 省略

進学・就職準備給付金 進学準備給付金

省略 省略

省略 省略

記入要領１ 省略

２ 就労自立給付金及び進学・就職準備給付金につい

記入要領１ 省略

２ 就労自立給付金及び進学準備給付金 につい
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（愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則の一部改正）

第２条 愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則（昭和３９年愛媛県規則第４９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則の施行の際現に提出されている第１条の規定による改正前の生活保護法施行細則様式第６６号の２又は様式第６６号の６の規定に

よる書類は、同条の規定による改正後の生活保護法施行細則様式第６６号の２又は様式第６６号の６の規定による書類とみなす。

�愛媛県規則第４０号
愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則（昭和５４年愛媛県規則第８２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

ては、備考欄に支出した件数を記入すること。

３ 省略

ては、備考欄に支出した件数を記入すること。

３ 省略

改 正 後 改 正 前

（履行延期の特約等に関する権限の地方局長への委任）

第４２条の２ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の保護費に係る

費用返還及び費用徴収並びに就労自立給付金及び進学・就職準備

給付金に係る費用徴収並びに中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３０号）の支援給付金品及び配偶者

支援金に係る費用返還及び費用徴収に関する債権については、前

条に規定する知事の権限を、所轄の地方局長に委任する。この場

合において、同条中「知事」とあるのは「地方局長」と読み替え

るものとし、第４条の規定は、適用しないものとする。

（履行延期の特約等に関する権限の地方局長への委任）

第４２条の２ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の保護費に係る

費用返還及び費用徴収並びに就労自立給付金及び進学準備給付金

に係る費用徴収並びに中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３０号）の支援給付金品及び配偶者

支援金に係る費用返還及び費用徴収に関する債権については、前

条に規定する知事の権限を、所轄の地方局長に委任する。この場

合において、同条中「知事」とあるのは「地方局長」と読み替え

るものとし、第４条の規定は、適用しないものとする。

改 正 後 改 正 前

（沿岸漁業改善資金の貸付け）

第１条 県は、沿岸漁業改善資金助成法（昭和５４年法律第２５号。以

下「法」という。）、沿岸漁業改善資金助成法施行令（昭和５４年

政令第１２４号）、沿岸漁業改善資金助成法施行規則（昭和５４年農

林水産省令第２２号）及び沿岸漁業改善資金助成法施行令第２条の

表第５号の農林水産大臣が定める基準等を定める件（令和４年３

月農林水産省告示第５３５号）、中小企業者と農林漁業者との連携

による事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下

「農商工等連携促進法」という。）、中小企業者と農林漁業者と

の連携による事業活動の促進に関する法律施行令（平成２０年政令

第２３４号）、中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の

促進に関する法律第４条第２項第２号イの農業者等が実施する農

業改良措置を支援するための措置等を定める省令（平成２０年農林

水産省令第４８号）及び中小企業者と農林漁業者との連携による事

業活動の促進に関する法律第４条第２項第２号イの農業者等が実

施する農業改良措置を支援するための措置等を定める省令第４条

第５号の農林水産大臣が定める基準等を定める件（令和４年３月

農林水産省告示第５３６号）、農林漁業有機物資源のバイオ燃料の

原材料としての利用の促進に関する法律（平成２０年法律第４５号。

（沿岸漁業改善資金の貸付け）

第１条 県は、沿岸漁業改善資金助成法（昭和５４年法律第２５号。以

下「法」という。）、沿岸漁業改善資金助成法施行令（昭和５４年

政令第１２４号）、沿岸漁業改善資金助成法施行規則（昭和５４年農

林水産省令第２２号）及び沿岸漁業改善資金助成法施行令第２条の

表第５号の農林水産大臣が定める基準等を定める件（令和４年３

月農林水産省告示第５３５号）、中小企業者と農林漁業者との連携

による事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下

「農商工等連携促進法」という。）、中小企業者と農林漁業者と

の連携による事業活動の促進に関する法律施行令（平成２０年政令

第２３４号）、中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の

促進に関する法律第４条第２項第２号イの農業者等が実施する農

業改良措置を支援するための措置等を定める省令（平成２０年農林

水産省令第４８号）及び中小企業者と農林漁業者との連携による事

業活動の促進に関する法律第４条第２項第２号イの農業者等が実

施する農業改良措置を支援するための措置等を定める省令第４条

第５号の農林水産大臣が定める基準等を定める件（令和４年３月

農林水産省告示第５３６号）、農林漁業有機物資源のバイオ燃料の

原材料としての利用の促進に関する法律（平成２０年法律第４５号。
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以下「バイオ燃料法」という。）及び農林漁業有機物資源のバイ

オ燃料の原材料としての利用の促進に関する法律施行令（平成２０

年政令第２９６号）、地域資源を活用した農林漁業者等による新事

業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（平成

２２年法律第６７号。以下「六次産業化法」という。）、地域資源を

活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産

物の利用促進に関する法律施行令（平成２３年政令第１５号）及び地

域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の

農林水産物の利用促進に関する法律施行規則（平成２３年農林水産

省令第７号）、環境と調和のとれた食料システムの確立のための

環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第３７

号。以下「みどりの食料システム法」という。）及び環境と調和

のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促

進等に関する法律施行令（令和４年政令第２２９号）並びに東日本

大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律

（平成２３年法律第４０号）及び東日本大震災に対処するための特別

の財政援助及び助成に関する法律の農林水産省関係規定の施行等

に関する政令（平成２３年政令第１３２号。以下「東日本大震災特財

令」という。）に定めるもののほか、この規則の定めるところに

より、法第３条第１項に規定する沿岸漁業従事者等（以下「沿岸

漁業従事者等」という。）、農商工等連携促進法第１２条第１項に

規定する認定中小企業者（以下「認定中小企業者」という。）及

び六次産業化法第６条第３項に規定する促進事業者（以下「促進

事業者」という。）に対して、経営等改善資金、生活改善資金及

び青年漁業者等養成確保資金（以下「沿岸漁業改善資金」とい

う。）を貸し付けるものとする。

２ 省略

（沿岸漁業改善資金の種類等）

第２条 経営等改善資金の種類及び貸付けの内容並びに貸付金（県

又は融資機関が行う沿岸漁業従事者等、認定中小企業者及び促進

事業者に対する貸付けに係る資金をいう。以下同じ。）の一沿岸

漁業従事者等、一認定中小企業者及び一促進事業者ごとの限度額

及び償還期間は、次の表のとおりとする。

以下「バイオ燃料法」という。）及び農林漁業有機物資源のバイ

オ燃料の原材料としての利用の促進に関する法律施行令（平成２０

年政令第２９６号）、地域資源を活用した農林漁業者等による新事

業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（平成

２２年法律第６７号。以下「六次産業化法」という。）、地域資源を

活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産

物の利用促進に関する法律施行令（平成２３年政令第１５号）及び地

域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の

農林水産物の利用促進に関する法律施行規則（平成２３年農林水産

省令第７号）

並びに東日本

大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律

（平成２３年法律第４０号）及び東日本大震災に対処するための特別

の財政援助及び助成に関する法律の農林水産省関係規定の施行等

に関する政令（平成２３年政令第１３２号。以下「東日本大震災特財

令」という。）に定めるもののほか、この規則の定めるところに

より、法第３条第１項に規定する沿岸漁業従事者等（以下「沿岸

漁業従事者等」という。）、農商工等連携促進法第１２条第１項に

規定する認定中小企業者（以下「認定中小企業者」という。）及

び六次産業化法第６条第３項に規定する促進事業者（以下「促進

事業者」という。）に対して、経営等改善資金、生活改善資金及

び青年漁業者等養成確保資金（以下「沿岸漁業改善資金」とい

う。）を貸し付けるものとする。

２ 省略

（沿岸漁業改善資金の種類等）

第２条 経営等改善資金の種類及び貸付けの内容並びに貸付金（県

又は融資機関が行う沿岸漁業従事者等、認定中小企業者及び促進

事業者に対する貸付けに係る資金をいう。以下同じ。）の一沿岸

漁業従事者等、一認定中小企業者及び一促進事業者ごとの限度額

及び償還期間は、次の表のとおりとする。

経営等改善資金の

種類

貸付け

の内容

貸付金

の限度

額

償還期間 経営等改善資金の

種類

貸付け

の内容

貸付金

の限度

額

償還期間

１ 自動操だ装置

その他の操船作

業を省力化する

ための機器、設

備又は装置（以

下「機器等」と

いう。）の設置

に必要な資金

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条又はみどりの食

料システム法第２５条の

場合にあつては９年以

内（据置期間１年以内

を含む。）

１ 自動操だ装置

その他の操船作

業を省力化する

ための機器、設

備又は装置（以

下「機器等」と

いう。）の設置

に必要な資金

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条

の

場合にあつては９年以

内（据置期間１年以内

を含む。）

２ 動力式つり機

その他漁ろう作

業を省力化する

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

２ 動力式つり機

その他漁ろう作

業を省力化する

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促



愛 媛 県 報令和６年９月３日 第５４０号

５９１

ための機器等の

設置に必要な資

金

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条又はみどりの食

料システム法第２５条の

場合にあつては９年以

内（据置期間１年以内

を含む。）

ための機器等の

設置に必要な資

金

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条

の

場合にあつては９年以

内（据置期間１年以内

を含む。）

３ 前２号に規定

する機器等を駆

動し、又は作動

させるための補

機関その他の機

器等の設置に必

要な資金

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条又はみどりの食

料システム法第２５条の

場合にあつては９年以

内（据置期間１年以内

を含む。）

３ 前２号に規定

する機器等を駆

動し、又は作動

させるための補

機関その他の機

器等の設置に必

要な資金

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条

の

場合にあつては９年以

内（据置期間１年以内

を含む。）

４ 推進機関その

他の漁船に設置

される機器等で

あつて、通常の

型式のもの又は

通常の方式によ

るものと比較し

て燃料油の消費

が節減されるも

のの設置に必要

な資金

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条又はみどりの食

料システム法第２５条の

場合にあつては９年以

内（据置期間１年以内

を含む。）

４ 推進機関その

他の漁船に設置

される機器等で

あつて、通常の

型式のもの又は

通常の方式によ

るものと比較し

て燃料油の消費

が節減されるも

のの設置に必要

な資金

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条

の

場合にあつては９年以

内（据置期間１年以内

を含む。）

５ 農林水産大臣

が定める基準に

基づき、農林水

産大臣が定める

種類に属する水

産動植物の養殖

の 技 術（以 下

「養殖技術」と

いう。）又は農

林水産大臣が定

める養殖技術を

導入する場合に

おいて、当該養

殖技術により水

産動植物の養殖

を行うのに必要

な資金

省略 省略 ４年以内（据置期間２

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては５年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条又はみどりの食

料システム法第２５条の

場合にあつては５年以

内（据置期間２年以内

を含む。）

５ 農林水産大臣

が定める基準に

基づき、農林水

産大臣が定める

種類に属する水

産動植物の養殖

の 技 術（以 下

「養殖技術」と

いう。）又は農

林水産大臣が定

める養殖技術を

導入する場合に

おいて、当該養

殖技術により水

産動植物の養殖

を行うのに必要

な資金

省略 省略 ４年以内（据置期間２

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては５年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条

の

場合にあつては５年以

内（据置期間２年以内

を含む。）
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６ 農林水産大臣

が定める基準に

基づき、水産資

源の管理に関す

る取決めを締結

して水産資源を

合理的かつ総合

的に利用する漁

業生産方式の導

入（当該漁業生

産方式の導入と

併せ行う水産物

の合理的な加工

方式の導入を含

む。）を行うた

めに必要な機器

等の購入又は設

置に必要な資金

省略 省略 １０年以内（据置期間３

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては１２年以内（据

置 期 間５年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条又はみどりの食

料システム法第２５条の

場合にあつては１２年以

内（据置期間３年以内

を含む。）

６ 農林水産大臣

が定める基準に

基づき、水産資

源の管理に関す

る取決めを締結

して水産資源を

合理的かつ総合

的に利用する漁

業生産方式の導

入（当該漁業生

産方式の導入と

併せ行う水産物

の合理的な加工

方式の導入を含

む。）を行うた

めに必要な機器

等の購入又は設

置に必要な資金

省略 省略 １０年以内（据置期間３

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては１２年以内（据

置 期 間５年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条

の

場合にあつては１２年以

内（据置期間３年以内

を含む。）

７ 農林水産大臣

が定める基準に

基づき、漁場の

保全に関する取

決めを締結して

養殖業の生産行

程を総合的に改

善する漁業生産

方式の導入を行

うために必要な

機器等（資材を

含む。）の購入

又は設置に必要

な資金

省略 省略 １０年以内（据置期間３

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては１２年以内（据

置 期 間５年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条又はみどりの食

料システム法第２５条の

場合にあつては１２年以

内（据置期間３年以内

を含む。）

７ 農林水産大臣

が定める基準に

基づき、漁場の

保全に関する取

決めを締結して

養殖業の生産行

程を総合的に改

善する漁業生産

方式の導入を行

うために必要な

機器等（資材を

含む。）の購入

又は設置に必要

な資金

省略 省略 １０年以内（据置期間３

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては１２年以内（据

置 期 間５年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条

の

場合にあつては１２年以

内（据置期間３年以内

を含む。）

８～１３ 省略 ８～１３ 省略

２・３ 省略

４ 東日本大震災により著しい被害を受けた者で東日本大震災特財

令第１条第１項各号のいずれかに該当するもの（原子力災害（平

成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発

電所の事故による災害をいう。）による影響を受けている者に限

る。）に対して東日本大震災の後令和７年３月３１日までに県が貸

し付ける経営等改善資金、生活改善資金及び青年漁業者等養成確

保資金のそれぞれの種類及び貸付けの内容ごとの償還期間及び据

置期間に係る前３項の規定の適用については、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句に読み替えるものとする。

２・３ 省略

４ 東日本大震災により著しい被害を受けた者で東日本大震災特財

令第１条第１項各号のいずれかに該当するもの（原子力災害（平

成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発

電所の事故による災害をいう。）による影響を受けている者に限

る。）に対して東日本大震災の後令和５年３月３１日までに県が貸

し付ける経営等改善資金、生活改善資金及び青年漁業者等養成確

保資金のそれぞれの種類及び貸付けの内容ごとの償還期間及び据

置期間に係る前３項の規定の適用については、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句に読み替えるものとする。

省略 省略

（貸付資格の認定）

第６条 沿岸漁業改善資金の貸付資格の認定（以下「認定」とい

う。）を受けようとするものは、沿岸漁業改善資金貸付資格認定

申請書（様式第１号。以下「認定申請書」という。）に沿岸漁業

改善資金貸付対象事業計画書（様式第２号）（農商工等連携促進

法第２条第４項に規定する農商工等連携事業にあつては農商工等

（貸付資格の認定）

第６条 沿岸漁業改善資金の貸付資格の認定（以下「認定」とい

う。）を受けようとするものは、沿岸漁業改善資金貸付資格認定

申請書（様式第１号。以下「認定申請書」という。）に沿岸漁業

改善資金貸付対象事業計画書（様式第２号）（農商工等連携促進

法第２条第４項に規定する農商工等連携事業にあつては農商工等
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告 示

�愛媛県告示第８３１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商工観光課並び

に西条市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和６年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

西条ファッションモール

西条市朔日市字寄合３０２番 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社しまむら

埼玉県さいたま市大宮区北袋町一丁目６０２番１号

代表取締役 鈴木 誠

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社しまむら

埼玉県さいたま市大宮区北袋町一丁目６０２番１号

代表取締役 鈴木 誠

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和７年４月２３日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

２，０９４平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

８４台

イ 駐輪場の収容台数

１８台

ウ 荷さばき施設の面積

５４平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

２３．１７立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後９時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時３０分から午後９時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

２４時間

２ 届出年月日

令和６年８月２２日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振

興部商工観光課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

連携促進法第５条第３項に規定する認定農商工等連携事業計画

を、バイオ燃料法第２条第３項に規定する生産製造連携事業にあ

つてはバイオ燃料法第５条第２項に規定する認定生産製造連携事

業計画を、六次産業化法第３条第４項に規定する総合化事業にあ

つては六次産業化法第６条第３項に規定する認定総合化事業計画

を、みどりの食料システム法第２条第４項に規定する環境負荷低

減事業活動にあつてはみどりの食料システム法第２０条第３項に規

定する認定環境負荷低減事業活動実施計画又は第２２条第３項に規

定する認定特定環境負荷低減事業活動実施計画を含む。）その他

知事が必要と認める書類を添え、そのもの（認定中小企業者又は

促進事業者の場合にあつては、その支援する沿岸漁業従事者等）

の住所地（法人格のない団体の場合にあつては、当該団体の主た

る事務所の所在地）をその地区内に含む漁業協同組合（以下「漁

業協同組合」という。）及び所轄の地方局長（以下「地方局長」

という。）を経由して知事に提出しなければならない。この場合

において、認定を受けようとするものが漁業協同組合若しくは漁

業生産組合であるとき、又は認定申請書を漁業協同組合を経由し

て提出することができないものであるときは、地方局長を経由し

て知事に提出するものとする。

２～５ 省略

連携促進法第５条第３項に規定する認定農商工等連携事業計画

を、バイオ燃料法第２条第３項に規定する生産製造連携事業にあ

つてはバイオ燃料法第５条第２項に規定する認定生産製造連携事

業計画を、六次産業化法第３条第４項に規定する総合化事業にあ

つては六次産業化法第６条第３項に規定する認定総合化事業計画

を

含む。）その他

知事が必要と認める書類を添え、そのもの（認定中小企業者又は

促進事業者の場合にあつては、その支援する沿岸漁業従事者等）

の住所地（法人格のない団体の場合にあつては、当該団体の主た

る事務所の所在地）をその地区内に含む漁業協同組合（以下「漁

業協同組合」という。）及び所轄の地方局長（以下「地方局長」

という。）を経由して知事に提出しなければならない。この場合

において、認定を受けようとするものが漁業協同組合若しくは漁

業生産組合であるとき、又は認定申請書を漁業協同組合を経由し

て提出することができないものであるときは、地方局長を経由し

て知事に提出するものとする。

２～５ 省略
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覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第８３２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部八幡浜支局商工

観光室並びに大洲市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和６年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ドラッグストアモリ大洲若宮店

大洲市若宮町字ソウザン５０４番地１ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ドラッグストアモリ

福岡県朝倉市一木１１４８番地の１

代表取締役 森 竜馬

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ドラッグストアモリ

福岡県朝倉市一木１１４８番地の１

代表取締役 森 竜馬

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和７年４月２３日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，４０７平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

５６台

イ 駐輪場の収容台数

１２台

ウ 荷さばき施設の面積

４０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

７．９９立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

２４時間営業

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

２４時間

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

令和６年８月２２日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振

興部八幡浜支局商工観光室並びに大洲市役所において告示の日か

ら１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第８３３号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和６年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町西谷字中�保７７２０の２、７７２２の３
２ 保安林として指定された目的

かん

水源の涵養

３ 解除の理由

道路用地とするため

�愛媛県告示第８３４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広
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訓 令

�愛媛県告示第８３５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８３６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定により、次のとおり指定公金事務取扱者に公金事務を委託した。

令和６年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第１１号
地 方 局

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和６年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 伊予松山港線
松山市高岡町８８０番２地先から

同市北吉田町１００３番２まで

旧 １０．０～３９．９ ０．０９７

新 １０．０～３９．９ ０．１０６

〃 松山空港線
松山市北吉田町１００４番１から

同町１００６番３８まで

旧 ２８．１～５２．６ ０．０８３

新 ２８．１～６２．６ ０．０８３

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 肱川公園線 大洲市肱川町山鳥坂５８６番１

旧 １０．５～３２．４ ０．０５０

新 ３５．８～３９．３ ０．０５０

名 称 住所又は事務所の所在地 委託した公金事務 指 定 日 委託をした日 委 託 期 間

ニッテレ債権回収株式会社 東京都港区芝浦三丁目１６番２０
号

奨学資金貸付金の元利償還金
の未収金収納事務 令和６年８月３０日 令和６年９月１日

令和６年９月１日から

令和９年８月３１日まで

改 正 後 改 正 前

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

地

域

１ 省略 地

域

１ 省略

２ 生活 １～４ 省略 ２ 生活 １～４ 省略
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公安委員会規則

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第６号
警備業法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年９月３日

愛媛県公安委員会委員長 五 葉 明 徳

警備業法施行細則の一部を改正する規則

警備業法施行細則（平成１５年愛媛県公安委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別記様式第４号を次のように改める。

別記様式第４号 削除

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

福

祉

課

保護法

の施行

に関す

る事務

５ 就労自立給付金及び進学・就

職準備給付金の支給に関するこ

と（第５５条の４第１項、第５５条

の５第１項、第５５条の６）。

○ 福

祉

課

保護法

の施行

に関す

る事務

５ 就労自立給付金及び進学準備

給付金 の支給に関するこ

と（第５５条の４第１項、第５５条

の５第１項、第５５条の６）。

○

６～１０ 省略 ６～１０ 省略

１１ 保護費の費用返還及び費用徴

収並びに就労自立給付金及び進

学・就職準備給付金の費用徴収

に係る履行延期の特約等に関す

ること（愛媛県公有財産及び債

権に関する事務取扱規則第４２

条）。

○ １１ 保護費の費用返還及び費用徴

収並びに就労自立給付金及び進

学準備給付金 の費用徴収

に係る履行延期の特約等に関す

ること（愛媛県公有財産及び債

権に関する事務取扱規則第４２

条）。

○

１２～１５ 省略 １２～１５ 省略

３～３１

省略

３～３１

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

第５条 削除 （死亡等の届出の手続）

第５条 施行規則第２５条に規定する届出書の提出は、法第１２条関係

届出書（様式第４号）により行うものとする。

令和６年９月３日 発行


